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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期連結累計期間の経常収益は、資金運用収益及び役務取引等収益は増加したものの、

貸倒引当金戻入益の減少によるその他経常収益の減少により、前第３四半期連結累計期間対比７

億44百万円減少し、475億43百万円となりました。  

一方、経常費用は、営業経費は減少したものの、国債等債券売却損の増加によるその他業務費

用の増加により、前第３四半期連結累計期間対比７億75百万円増加し、340億78百万円となりま

した。  

この結果、経常利益は、前第３四半期連結累計期間対比15億19百万円減少し、134億64百万円

となりました。四半期純利益は、経常利益の減少と負ののれん発生益の計上が無かったことによ

り、前第３四半期連結累計期間対比10億95百万円減少し、91億37百万円となりました。  

 

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

当第３四半期連結会計期間末の預金及び譲渡性預金の合計残高は、個人預金と法人預金の増加

により、前連結会計年度末対比651億円増加し、２兆7,299億円となりました。 

貸出金残高は、事業性貸出金の増加等により、前連結会計年度末対比428億円増加し、１兆

7,744億円となりました。 

有価証券残高は、前連結会計年度末対比290億円増加し、１兆788億円となりました。 

 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

当第３四半期の連結経営成績が平成27年３月期の業績予想を上回っておりますが、今後の経

済・金融情勢等が与信費用等に与える影響や、法人税実効税率引下げによる繰延税金資産の取崩

しの影響等を踏まえ、平成26年11月10日公表の業績予想から変更しておりません。 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

（１）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

（税金費用の処理） 

連結子会社の税金費用は、当第３四半期会計期間を含む年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じるこ

とにより算定しております。 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（退職給付に関する会計基準） 

「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下、「退職給付会

計基準」という。)及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 

平成24年５月17日。以下、「退職給付適用指針」という。)を、退職給付会計基準第35項本文及び

退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退

職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準か

ら給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法についても、従業員の平均残存勤務期

間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込額及び支払見込期間ごとの金額を反

映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに

従って、当第３四半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変

更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。  

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る資産が404百万円増加、退職給

付に係る負債が145百万円減少、利益剰余金が355百万円増加しております。また、当第３四半期

連結累計期間の経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ146百万円増加しております。 

 

 （従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い） 

当行は、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第30号 平成25年12月25日）を第１四半期連結会計期間より適用しております。なお、当実務対

応報告適用初年度の期首より前に締結された信託契約に係る会計処理については、従来採用していた

方法を継続するため、当実務対応報告の適用による四半期連結財務諸表への影響はありません。 
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１．損益状況（単体）

（１）業務粗利益　30,013百万円

　業務粗利益は、その他業務利益の減少により、前年同期比１億36百万円減少し、300億13百万円となりました

が、コア業務粗利益は、資金利益や役務取引等利益の増加により、８億60百万円増加し、297億48百万円となり

ました。

（２）業務純益   　6,845百万円

　業務純益は、経費の減少により、前年同期比２億16百万円増加し、68億45百万円となりました。また、コア

業務純益は、コア業務粗利益の増加により、前年同期比12億12百万円増加し、65億80百万円となりました。

（３）経常利益    12,361百万円

　経常利益は、貸倒引当金戻入益の減少により、前年同期比17億85百万円減少し、123億61百万円となりました。

（４）第３四半期純利益　8,612百万円

　四半期純利益は、経常利益の減少により、前年同期比６億13百万円減少し、86億12百万円となりました。

1 40,215 △ 1,208 41,423 49,200

2 30,013 △ 136 30,149

3 ( 29,748 ) ( 860 ) ( 28,888 ) 38,300

4 25,660 666 24,994

5 4,322 392 3,930

6 30 △ 1,195 1,225

(△) 7 23,167 △ 353 23,520 30,800

(△) 8 11,452 △ 368 11,820

(△) 9 10,459 △ 79 10,538

(△) 10 1,255 94 1,161

11 6,845 216 6,629

12 6,580 1,212 5,368 7,500

(△) 13 ― ― ―

14 6,845 216 6,629 7,700

15 264 △ 996 1,260

16 5,518 △ 2,002 7,520

(△) 17 △ 33 32 △ 65

(△) 18 ― ― ―

(△) 19 △ 33 32 △ 65

20 4,285 △ 1,923 6,208

21 1 1 0

(△) 22 ( △ 4,320 ) ( 1,954 ) ( △ 6,274 ) △ 3,500

23 1,033 552 481

24 164 △ 599 763

25 12,361 △ 1,785 14,146 12,100

26 △ 110 376 △ 486

27 △ 42 378 △ 420

(△) 28 68 2 66

29 12,250 △ 1,409 13,659

(△) 30 1,521 △ 632 2,153

(△) 31 2,116 △ 164 2,280

(△) 32 3,638 △ 795 4,433

33 8,612 △ 613 9,225 7,700

そ の 他

償 却 債 権 取 立 益 ④

物 件 費

第３四半期

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 ③

業 務 粗 利 益

( コ ア 業 務 粗 利 益 )

資 金 利 益

業 務 純 益 ( 一 般 貸 倒 繰 入 前 )

（Ｂ）(Ａ)－(Ｂ)

業 務 純 益

比　較

経 常 収 益

通期業績予想

（Ａ） (参考)

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

( 与 信 費 用 ① ＋ ② － ③ － ④ )

コ ア 業 務 純 益

(単位：百万円)

項
番

平成27年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期

第３四半期

役 務 取 引 等 利 益

そ の 他 業 務 利 益

経 費 （ 除 く 臨 時 費 用 処 理 分 ）

人 件 費

不 良 債 権 処 理 額 ②

株 式 等 関 係 損 益

税 引 前 四 半 期 純 利 益

四 半 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

そ の 他 臨 時 損 益

経 常 利 益

特 別 損 益

税 金

法 人 税 等 調 整 額

う ち 減 損 損 失

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ①

うち国債等債券関係損益（5勘定尻）

臨 時 損 益

法 人 税 等 合 計

う ち 固 定 資 産 処 分 損 益
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２．「金融再生法ベースのカテゴリーによる開示」（連結）

　   (単位：億円)

平成26年3月末対比

88 △ 34  122 

565 △ 146  711 

44 3  41 

697 △ 177  874 

（注）上記の四半期末計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第４条に規定する各債権

　　のカテゴリーにより分類しておりますが、集計方法については以下の点につき連結会計年度末または中間連結会

　　計期間末に開示する計数とは異なるため、計数は連続しておりません。

（１）「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」および「危険債権」
　　①開示区分
　　　　連結会計年度末または中間連結会計期間末時点における債務者区分（※）をベースとし、四半期中に
　　　倒産、不渡り及び廃業等の客観的な事実ならびに行内格付の変更等があった債務者について、当行及び
　　　連結子会社の定める自己査定基準に基づき債務者区分の見直しを行っております。

　　②開示金額
　　　　各四半期末時点における残高をベースとしております。

（２）「要管理債権」
　　①開示区分
　　　　連結会計年度末または中間連結会計期間末時点における債務者区分（※）をベースとし、四半期中に
　　　正常先、要注意先の債務者に対する債権のうち、新たに３ヵ月以上延滞となった債権、貸出条件を緩和
　　　したことを確認している債権等について、当行及び連結子会社の定める自己査定基準に基づき債務者区
　　　分の見直しを行っております。
　　②開示金額
　　　　各四半期末時点における残高をベースとしております。

※債務者区分との関係：破産更生債権及びこれらに準ずる債権（実質破綻先、破綻先の債権）
　　　　　　　　　　　危険債権（破綻懸念先の債権）
　　　　　　　　　　　要管理債権（要注意先のうち、元金又は利払いが３ヵ月以上延滞しているか、又は
　　　　　　　　　　　　　　　　　貸出条件を緩和している債権）

(参考)「金融再生法ベースのカテゴリーによる開示」（単体）
　   (単位：億円)

平成26年3月末対比

80 △ 33  113 

552 △ 146  698 

42 4  38 

674 △ 175  849 

17,687 

平成26年12月末 平成26年3月末 (実績)

平成26年12月末 平成26年3月末 (実績)

4.87% 

18,403 460  17,943 

△1.09% 

総与信額

総与信に占める開示額の割合

4.80% 
（不良債権比率）

総与信額 18,152 465  

総与信に占める開示額の割合
3.71% △1.09% 

（不良債権比率）
3.78% 

計

　破産更生債権及び
　これらに準ずる債権

　危険債権

　要管理債権

計

　破産更生債権及び
　これらに準ずる債権

　危険債権

　要管理債権
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３．自己資本比率（国内基準）

　平成26年12月末(速報値)

連結自己資本比率

　平成26年12月末(速報値)

単体自己資本比率

４．預金等・貸出金の残高（単体）

（１）預金等（末残） （単位：億円、％）

金額 増減率

預金等 654 2.4 

うち法人預金等 377 5.9 

うち個人預金等 640 3.7 

うち大分県内 597 2.4 

（２）貸出金（末残） （単位：億円、％）

金額 増減率

貸出金 432 2.5 

うち中小企業等貸出残高 632 6.0 

中小企業等貸出比率 2.1 

うち個人ローン 197 4.4 

うち大分県内 497 3.8 

５．預り資産残高（公共債、投資信託、保険商品等）（単体）

（単位：億円、％）

金額 増減率

預り資産残高 167 4.0 

投資信託残高 91 18.0 

生保商品残高 168 7.4 

外貨預金残高 △ 8 △ 6.9 

公共債残高 △ 86 △ 6.8 

６．時価のある有価証券の評価差額（連結）

（単位：百万円）

その他有価証券

株式

債券

その他

以　上

評価差額

平成26年3月末平成26年12月末平成26年12月末

時　価
評価差額

26年3月末比

25,897  

17,400  

10,938  

1,071,312  

58,068  

704,297  

308,946  

54,236  

18,039  

13,332  

1,912  

20,953  

7,858  

4,068  

9,026  

33,283  

505 

2,266 

116 

1,274 

596 

2,434 

108 

1,188 

平成26年12月末 平成26年3月末

26年3月末比

4,328 4,161 

13,478 12,981 

62.3 60.2 

11,107 10,475 

4,638 4,441 

平成26年12月末 平成26年3月末

26年3月末比

17,809 17,377 

26年3月末比

25,954 

27,373 26,719 

6,396 

17,531 

25,357 

平成26年12月末

10.47% 

6,773 

18,171 

平成26年3月末

12.12% 

平成26年3月末

11.21% 

26年3月末比

平成26年3月末

11.40% 

△0.91% 

△0.93% 

26年3月末比
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